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1 .はじめに

戦後、日本は高度成長期を迎えて農村部から都

市部へ労働力が移動し、都市部で核家族化が進行

した。この時期に都市部に移った女性の多くは核

家族のもとで専業主婦となったが、日本社会が豊

かになるにつれて女性は高学歴と就業機会を手に

入れ、 1970年代中盤以降、いわゆる社会進出への

志向が旺盛になった。こうした状況のなかで、「料

理は女の仕事JI主婦にとって家庭の食事作りは

『どうしてもしなければならないこと ~J という性

別役割分業に根ざした価値観は、少なくとも友性

のサイドからは希薄化し、その結果、家庭で調理

した料理ではなく、冷凍食品や調理済み食品を利

用した食事や外食の機会が多くなった。同時に、

核家族化は女性が親から家事を習得する機会を減

少させたので、「包丁が使えなし¥J I米も研げないJ

「卵もうまく焼けなし、」という、自立した生活者

としてできなければならない「食Jの基本さえも、

よく知らない女性を生み出している Oそのム方で、

日本の男性は先進国のなかでもっとも家事に非協

力かっ無関心であることは周知の事実であり、家

事に対して知識やスキルが不足している女性を補

完したり、あるいは家事を代替したりする能力を

持ち合わせていなし¥0 こうした状況で、家計の調

理技術力は確実に低下してきたと考えられる 1)。

食料消費形態の変化である食の外部化と、家計

の調理技術の低下との関係について検討するのが

本稿の課題で、ある。第 2節では、食の外部化の現

状を述べるとともに、その要因について考察する。

次に第 3節では分析の枠組みを提示し、第 4節で

実証分析を行う。最後に第 5節で、結論を述べる O

2 食の外部化とその要因

はじめに、「食の外部化」の状況を概観して、そ

の要因について検討しよう。ここでいう「食の外

部化」とは、調理済み食品(そうざいや持ち帰り

弁当など)や外食が、家庭内調理による食事に代

替することを意味する。図 1は、総務省統計局『家

計調査年報』全国全世帯の品目別データから、エ

ンゲ、ル係数と食の外部化を表す指標を示したもの

である。ここで、食の外部化指標とは、家計の飲

食費に占める調理食品や外食への支出割合である。

家計消費支出に占める食料消費支出の割合を示す

エンゲ、ル係数は、 1970年から 2005年の 35年間で

34.1%から 22.9%へと 11.2ポイント減少してお
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図1 エンゲル係数と食の外部化比率(%)

資料:総務省統計局『家計調査年報j(全国・全世帯)
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り、家計所得の上昇に伴って、食料費の割合が減

少してきたことがわかる O そのなかで、飲食費に

占める調理食品費の割合は 3.6%から 11.9%へと

8. 3ポイン卜上昇し、同様に外食費の割合は 8.9%

から 16.9%へと 8ポイント上昇した。したがって、

調理食品費と外食費の合計が飲食費に占める割合

は 12.5%から 28.8%へと 16.3ポイント上昇して

おり、食事の外部依存を表す「食の外部化」が進

行していることがわかる。

次に、「食の外部化」が進行するなかで、家計の

家事時聞がどのように推移してきたのか把握する

ため、 NHK放送文化研究所『国民生活時間調査」

から家庭内調理に関係が深い家事時間(炊事・掃

除・洗濯、買い物、子供の世話、家庭雑事[片づけ

もの、洗車、家族の送り迎えなど])を見る。いま、

:::同o3行3A93月
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図2 成人女性の一日当たり週平均家事時間(分)

資料 :NHK放送文化研究所『国民生活時間調査』

その推移を図 2(こ示す。図 2から、成人女性の一

日当たり家事時間(週平均)は、 1970年から 2005

年の 35年間で 318.0分 (5時間 18分)から 272.4

分 (4時間 32分)へと、 46分短縮されている。一

方、成人男性については、 1970年は一日当たり 28

分で、あった家事時聞が2005年は46分と増加してい

るが、女性の家事時間との差は依然として大きく、

積極的に家事を担うようになったとはいえない。

次に、 NHK放送文化研究所『国民生活H寺問調

査』から 1970年以降の平日について、成人女性の

家事行為者率の推移を図3に示した 2)。図3から、

20代女性の家事行為者率は他の年代と比較して

一貫して低位にあることがわかるが、それでも

1970年代中盤までは 90%を上回っており、他の年

代との差もわずかであった。しかし、こうした傾

向は女性の社会進出が旺盛になったといわれる

70年代後半以降に激変し、20代女性の家事行為者
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図3 女性の家事の行為者率(%)

資料:NHK放送文化研究所『国民生活時間調査」

率は急速に減少して、2005年の結果では 62%とな

った。このことは、 20代女性の 40%が、平日まっ

たく家事をしていないことを示しているが、 90年

代後半からは 30代の低下も顕著になってきてい

る。これは晩婚化が 20代後半から 30代へ拡大し

たことが主な要凶として考えられる。

女性の家事時間の減少、家事をまったくしない

女性の増加の背員Jこは、女性の社会進出や家電の

普及、及び調理技術の低下があると思われる。女

性の社会進出については、女子労働力率は 1976

年以降増加しており、 1984年には、既婚女性にお

いて専業主婦より共働きの女性の割合が上回った。

女子労働力率は 1992年の 50.7%をピークに減少

に転じており、2005年には 48.4%までになってい

る。主に、日木経済が不況期に入ったことで、縁

辺性を有する女子労働力が景気に敏感に反応した

ためであると考えられる 3)。

また、家電製品については、 1950年代後半から

テレビ・電気冷蔵庫・洗濯機が家庭内の三種の神

器ともてはやされ、急激に家庭に普及していった。

電気冷蔵庫は 1978年に普及率 1)が 99%となり、

1961年に登場した電子レンジは 80年代後半から

急速に普及し、 1997年に普及率が 90%を超えた。

さらに、全般的には消費者の低価格志向が高まっ

ているにもかかわらず、電気冷蔵庫や電気洗濯機

のような家事用家電製品は、高機能、大型、大容

量の価格の高いものが購入される傾向にある。こ

のことは、家計の中で、家電の重要性が高くなっ

ていることを表す。

こうした女性の社会進出や家電の普及とともに、

家計の調理技術の水準も低下傾向にあったと考え
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~一基本調理技術----a一省力化

図4 特集掲載数

資料 日本放送協会 ~NHKきょうの料理J

られる。ここで、家庭内調理の実情を探るために、

日本放送協会 ~NHK きょうの料理Jl (月刊誌)の

目次タイトルのなかから、毎月の特集記事をピッ

クアップして、目的日IJに次の 5つに分類した。

・基本調理技術

「包丁の使い方J1ご飯の炊き方J1教えて!基

本のクッキング焼く(蒸す、妙、める)一J1だし

のとり方Jといった、どのような料理をつくるか

以前に必要となる、基本的な調理技術の特集。

・省力化メニュー

「冷凍食材で手間なしご、はんJ1多めにつくって

ー工夫ー 120分でお手軽タご飯」といった、手間

や時間をかけないメニューの特集。

・健康志向

「生l舌習慣病予防の食事J1野菜で健康!J 1し

っかり食べてダイエットj といった、栄養のバラ

ンスを重視したメニューの特集。

・家族団らんメニュー

「家族で楽しむ手作りめんJ1子どもとつくる小

麦粉料理親子でおいしい休日クッキングJ1娘

に伝えたい母の味」といった、家族で調理し、食

事することを目的としたメニューの特集。

・節約メニュー

14人前 1000円のおかずJ1冬野菜メしごと無駄

なく使い切る!J 1無駄なく ー人分のレシピJとい

った、なるべく材料にお金をかけずに、やりくり

してつくるメニューの特集。

各LI的別グノレーフJについて、特集の数をカウン

卜した(この 5つのグノレ-ftこはあてはまらない

内容の特集もあるが、それらはカウントしていな
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図5 特集掲載数

資料:日本放送協会 ~NHKきょうの料理』

い。したがって、月別に 5グループ。の件数を合計

しでも、等しくはならなし、)0各グルーフ。の目的に

対するニーズ、が高まるほど、料理雑誌のなかで、

特集の掲載機会が増加すると考えたからである。

特集掲載数を図 4、図 5に示す。掲載数の推移を

見ると、基本的にはどのグルーフOも増減を繰り返

している。これは料理雑誌が|商業誌で、ある以上、

むしろ当然なことで、特集記事が毎回同じような

内容であれば、一部の、あるいは多くの読者から

飽きられてしまうからである。特に、図 5に示し

た「健康J、「家族」、「節約」は、いわば従来から

の定番であるため、そうした傾向が強い。

しかし、図 4の「基本調理技術」と「省力化」

は単純な増減の繰り返しではなく、 90年代に大き

な山を築いているのが特徴である。「省力化」が

90年代初頭から増加傾向に転じて以降、これに遅

れて 90年代後半から、「基本調理技術Jも急速に

増加している。この「省力化」と「基本調理技術」

は同じような軌跡ではあるが、しかし、注意しな

ければならないのは、雑誌のリスクは同様ではな

いということである。こんにち「省力化」は読者

の全般が興味を持つ内容で、あるが、一方の「基本

調理技術Jは読者の《部を対象とした企画で、あり、

これが特集として続けば、中堅やベテランの主婦

からは飽きられてしまう。そうしたリスキーな内

容でありながら、実は 90年代の終盤以降に「基本

調理技術」が年聞を通じた特集シリーズとして連

載されていることが掲載数の増加として現れてい

るのである。それを連載するに至った経緯が、調

理技術水準についての深刻な状況を物語っている
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と推察される。

さらに、基本調理技術の内容については、 70年

代は「魚、のおろし方Jr野菜の切り方と味」といっ
た特集が中心であったのに対して、 90年代後半か

らは「知っておきたい、砂糖(しょう油、酢、み

りん)の使い方-J r計量カップと計量スプーンの使
い方」というように、より初歩的で、細分化され

た特集内容となっているのである。

各ク守ルーフ。のそれぞれが時代のニーズを反映し

家計が生産する内食数量(XH)は、家事労働時間

(t H)、内食材料購入量(XF)、調理器具や家電製

品などからなる資本財(k(η))の関数であるとする6)。

このとき資本財(k(n))は世帯規模(n) が---定であ

れば不変である。これは、世帯規模が資本財のサイ

ズを決めることを意味している。家計生産においては、

資本財の提供するサービスが生産に供されるので、

資本財(k(n))は準固定財である。

た特集記事の内容であることには違いないが、そ b)家計効用関数

れでも 90年代後半から始まる「基本調理技術」特 U=U(tL'X/ρ Xo) 

集の攻勢は、やはり他と一線を画している 5)。

3 分析の枠組み

第 2節では、女性の社会進出や家電の普及、及

び調理技術の低下が「食の外部化」を進行させる

要因である可能性を示した。このように、調理の

需要を説明するうえで、草苅[2Jは賃金率と世帯規

模が重要な変数となる可能性があることを指摘し

た。

内食を生産する場合、シャドウ・ワークとして

の炊事のコストは、家事労働の機会価格である市

場賃金率で決まる。賃金率の上昇は炊事の主観的

なコストを引き上げるため、家計は相対的に高価にな

った内食を節約して、それを相対価格の低下した市

場購入財で賄おうとする。この場合、内食と市場財と

の代替は「食の外部化」を意味する。したがって、高

賃金経済では、「食の外部化」にとどまらず、家事全

般の市場化が進展する。

また、炊事としち技術フCロセスは規模の経済が発現

しやすく、一般に世帯規模が大きくなると、一人当た

りの食費が減少する傾向にある。よって、世帯規模が

縮小すると、炊事の生産効率が下がり、一人当たりの

炊事コストが上昇すると考えられる。 したがって、

世帯規模の縮小は炊事コストを引き上げる方向に

作用するため、市場財との代替を容易にして、「食

の外部化」を進展させると考えられる。

以下、草苅[2Jに示された家計モデ、ルを用いて、

内食材料の家計消費が減少した要因を検討する。

分析に用いる家計モデ、ルは、次のとおりである。

a)家計生産関数

XH = g(tH，xF;k(n)) ¥
lノ
1
i
 

/
l
¥
 

(2) 

家計の効用は生産物数量(XH)、市場財購入数量

(xo)、家計の余暇時間(tJの関数であるとする九

c)制約式

家計は効用を最大化するように財を需要する。効用

を最大化するために家計が直面する制約は、次の 3

つである。

時間制約:tE十九 +tL二 7 (3) 

家計の利用可能時間(T)は雇用労働時間(tE)、家

事労働時間(tH)、余暇時間(tL)の 3つに配分され

る。

予算制約:PFXF + POX。三wtE+r (4) 

雇用所得(wtE)と、資産所得など家計の不労所得

(けとの合計は、内食材料費(PFXF)とその他の市

場財購入費(POXo)を賄うための源泉となる。

技術制約:g(tHぅxF;k(n))三XH (5) 

このとき、 (3)式と(4)式から(6)式の制約式が導出

される。

PFXF + Poxo +wtH +wtL::;; wt +r =1 (6) 

予算制約式は、総支出額と稼得可能額

(wt +r = 1) の関係、を表している。

d)最適化

ここで、便宜的にp=(pρPo'同w)，

Y=(XH，XOラtJ，z=(xFラXOラtH，tJとおくと、(7)式

の予算集合(M)のもとで、 (2)式の最適解は(8)式を

満たすjとなる。

M(p， w，1) = {y E R+lp点 l， g(.)~XH} (7) 
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y = arg p1ax.. u(y) 
ycM(p、¥1'，1)

(8) の代理変数とする。(13)式のうち、賃金率(w)は『毎

このとき、内食材料(XF)の派生需要関数は(9)式で

表される8)

x:=D(九，PFラPoラw，1;n) (9) 

戸11は内食材料(XH)の需給均衡価格であり、家計

の午定物で、ある内食が転売可能で、ない限り、家計内

で|什生的に(10)式で決まる。

月勤労統計調査』の「決まって支給される給与」を「総

労働時間」で、割って求めたもので、あるO また、家計の

稼得可能額(J=wt+r)は、 l人当たり利用可能時

間(24時間X30日)に、被扶養者を除く世帯人員(世

帯の有業人員)数を乗じて家計全体の利用可能時間

とし、それに賃金率(w)を乗じて求めた。したがって、

被扶養者については時間の機会費用がゼロであるこ

九二PH(PO'Pρ w，1;n) (10) とを仮定している。さらに、稼得可能額(1)を構成す

(10)式を(9)式に代入すると、最終的に内食材料

(XF)の派生需要関数は(11)式で表される。

る不労所得(r)については、データの制約からゼロと

置いた。給与所得以外の所得効果は生じないことを

仮定している。 fph、iTt、l弘、 ITh、か/は、それぞ、

X; = D(PFヲPo川 l;n) (11) れNHK山版『きょうの料理』の特集記事について、 5

4 実証分析

(11 )式に示される内食材料(XF)の派生需要関数

を(12)式のように定式化する。

lnxF =ac +a{t+向、lnPF+α。lnpo+αwlnw
日

(12)
+a/ lnl + lnn+ .6kαk lnjtk 

ここで，k=h，l，s，hラ/である。

モデ、ルを計測するために必要なデータは、総務省

統計局『家計調査年報j(全国・勤労者世帯)、総務

省統計局『家計調査年報j(中分類)、厚生労働省統

計情報部『毎月勤労統計調査j(産業計・事業規模

30 人以上・男女平均・月平均値)、日本放送協会~N

HKきょうの料理』で、あるo 1975年から 2005年の 31

年間について、最小:乗法により(13)式の需要関数

を計測する。

lnx;=q+α/+αF ln(PF /ψi)+α¥t' ln(w/ cpi) 

+α/ ln(1 / cpi) +αηlnn+αh1njtb+αt1njtt (13) 

博、lnjt，叫lnjth+αf 1叩 fj+E 

(13)式において、 XFは内食の購入数量、 tはタイム

トレンド(噌好の変化を表す代理変数)、 PFは内食材

料価格、 p。は市場購入財価格、 Wは賃金率、 Iは

稼得可能額、 nは世帯人員数を、 fphは調理技術低

下指数、 fptは省力化指数、 /tsは節約化指数、 fph

は健康志向指数、 fptは家族団築指数を、それぞれ

表す。ここで、 εは誤差項である。また、 cpiは消費

者物価指数(総合)であり、他の市場購入財価格Po

つのグループ。に分類した、グループOの掲載回数で、あ

り、図4、図5~こ示した数に等しい。順番に、基本調理

技術、省力化メニュー、節約メニュー、健康志向、家

族団らんメニューの掲載数で、あるO

期待される理論的符号条件は、 αF、α¥¥、仏、 α/、

α、が負、 αο、民、 αh、叫が正である。 αFは内食材

料とその他の市場購入財との相対価格の係数である

から、内食がギッフェン財で、ない限り負となる。また、

α。は代替財である市場購入財価格についての交差

価格弾力イ生であり、正となる。次にα¥¥が負のとき、賃

金率(w)の上昇は炊事の主観的なコストを上昇させ

て、内食の食材購入量を減少させることを表す。 αI

は所得(支出)弾力性に該当し、内食材料が下級財

でない|恨り、非負である。計測結果は表 lに示すとお

りである。自由度修正済み決定係数はO.993であり、

ダービン・ワトソン統計量は 2.433で、あったO

家計内の調理について表した 5つの掲載数の推

定係数のなかで、5%水準で、ゼ、ロと有意差をもつのは

基本調理技術の(αb)のみで、あったO その他は省力

化メニューの 24%(24%水準で、ゼ、ロと有意差をもっ)

から、家族団らんメニューの 67%(67%水準でゼロと

有意差をもっ)まで分布しているが、このように有意性

は低かったO 基本調理技術掲載数の推定係数(αh)

は負であり、統計的に有意であることから、基木調理

技術の掲載数の増加は、家計の基本調理技術水準

が低下してきた状況で、生じたニーズ、を反映したもので

あり、基本調理技術水準の低下が内食生産を減少さ

せていると考えられる。次に、内食の自己価格弾性
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表1 肉食材料需要関数の計測結果

推定係数 推定値 t{直

α C 4.775 127.004 大**

α t ー0.210 -6.330 
女女*

α O 0.222 1.449 + 

αw -0.554 司2.311 *大

α I 0.593 3.817 **犬

α n 1.307 4.609 *** 

α b ー0.660 ー2.119
*づ除

α/ 0.948 1.180 

αs ー0.176 -0.808 

α h 0.377 0.990 

α f 0.138 0.429 

α F -0.260 -1.867 * 

自由度修正済み決定係数 0.993 

ダーピン・ワトソン比 2.433 

注***** *は 1%， 5%，10%水準でゼロと有意差を
もつ+は同次性制約から事後的に算出した。

値(αF)は 0.260であり、自己価格が 10%上昇

すると、内食材料の需要量は 2.6%減少すること

が示されている。市場購入財価格の交差価格弾力

性(α。)は O.222である。これは、市場購入財価

格が 10%上昇すると、内食材料の需要量が 2.2%

増加することが示されている。その値が正であること

から、内食に対して代替関係にあると考えられる。次

に、賃金率弾力性(α，Jの推計値は-0.554であり、
負であることから、家事労働の機会価格である賃金

率がと昇すると、内食の生産コストが上昇して調理食

品や外食への代替が進み、内食材料の需要量が減

少することが示されている。また、世帯規模弾力性

(αn)は1.307で、l.0以とであることから炊事の技

術フ。ロセスに規模効果が発現していること、ならびに

世帯規模の縮小は内食調理の生産効率を低下させ

家計の内食材料の需要量を減少させることが示され

ている。家計の稼得可能額に対する弾力性(α1)の

推計値は、 O.593であり、正かつ1.0よりも小さいので、

内食材料が必需財であることを示している。

5 結論

食の外部化を進行させる要因として、女性の社会

進出や家電製品の普及に加えて、調理技術水準の

低下との関係について検討することが本稿の課題で

あったO そのため「家計の基本調理技術」の水準に対

応すると考えられる指数を作成して、実証分析を行っ

た。(13)式で示された内食材料の派生需要関数を

計測した結果、次のことが明らかになった。家事労働

の機会価格である賃金率が上昇すると、家計生産物

である内食の生産コストが上昇して、相対的に高価と

なった内食を節約して市場財へ代替させるため、食

材需要が減少する。また、月干Ij料理雑誌の特集記事

を分類して作成した基本調理技術の指数(掲載数)

が食材ーの派生需要量と負の関係にあったことから、こ

んにちの家計にみられる調理技術水準の低下も、内

食生産を減少させて、食の外部化を促進する要因で

あることが確認で、きたと考えられるO

注1)調理技術の低下については山岩村を参照。

2) NHK放送文化研究所「国民生活時間調査』におい

て1970年から 1995年はアフターコード法によるもの

で、 1995年から 2005年はプリコード法によるもので

あり、調査方式が異なる。

3)高齢化の進展の影響も考えられる。

4)総務省統計局「家計調査年報j(全国・全世帯)の

「主要耐久消費財の普及率Jによる。

5) 1省力化メニューjは、 80年代後半から冷凍食品や

電子レンジを利用したメニューが増加し、それらが今

なお中心となっている。「健康志向jは、 70年代から

「生活習慣病予防、タγェッ卜、おいしくヘルシー」

といったテーマを中心にした特集が、周期的に組まれ

ている。「家族団らんメニューJは、夏休みやクリス

マスに特集されるが、他グループと比べると掲載数が

圧倒的に少ない。「節約メニュー」は80年代前半から

14人前 1000円のおかず」といったメニューが増加

し始め、 90年代前半から「無駄なく一人分のレシピj

「一人暮らしのクッキンクコといった食材を無，駄にし

がちな単身者向けのメニューが多く掲載されている 0

6) (1)式の家計生産関数は凹かっ強準凹関数で、あり、

説明変数に対して増加関数である。

7) (2)式の家計効用関数は強準凹関数であり、説明変

数に対して増加関数である。

8)簡単化のため、端点解は排除する。
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